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（証券コード　2492)

2020年３月５日

株 主 各 位
東京都港区海岸一丁目２番３号

株 式 会 社 イ ン フ ォ マ ー ト
代表取締役社長 長 尾  收

第22期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第22期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封
の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、来る2020年３月26日
（木曜日）午後６時までに到着するようご送付くださいますようお願い申し上げ
ます。

敬　具

記
１．日 時 2020年３月27日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区浜松町二丁目４番１号

世界貿易センタービル38階
ＷＴＣコンファレンスセンター「フォンテーヌ」
 （末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．株主総会の目的事項
報 告 事 項 １．第22期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び
　　監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第22期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）
　　計算書類報告の件

決 議 事 項
 第１号議案
 第２号議案

剰余金の処分の件
監査役２名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.infomart.co.jp/）に掲載いたしますのでご了承ください。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（2019年１月１日から
2019年12月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度（2019年１月１日～12月31日）における我が国の経済は、

長引く米中貿易戦争に起因する世界経済の減速に加え、大型台風等の自然

災害や消費増税の影響による一時的な景気の下押し要因はあるものの、慢

性的な人手不足への対策や働き方改革、積極的なIT投資等を背景にした底

堅い内需により企業収益は堅調に推移しており、景気は緩やかに持ち直す

動きとなりました。

　当社グループが主に事業を展開する国内のBtoB（企業間電子商取引）市

場は、2018年のBtoB-EC市場規模は前年比8.1％増の344兆円、小売・その他

サービスを除いた商取引に対する電子商取引の割合であるEC化率が前年比

0.8ポイント増の30.2％と、着実に拡大が進んでおります。（経済産業省

「平成30年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取

引に関する市場調査）報告書」）

　このような環境下にあって、当社グループは当連結会計年度におきまし

て、経営方針である「成長と利益の両立」及び「収益源の多角化への仕掛

け」に取り組みました。

　その結果、「BtoB-PF FOOD事業」の「BtoBプラットフォーム 受発注」及

び、「BtoB-PF ES事業」の「BtoBプラットフォーム 請求書」等の順調な利

用拡大により、当連結会計年度末（2019年12月末）の「BtoBプラットフォ

ーム」全体の企業数（海外を除く）は、前連結会計年度末比109,070社増の

387,624社、全体の事業所数（海外を除く）は、前連結会計年度末比176,775

事業所増の824,920事業所となりました（注１）。

　当連結会計年度の売上高は、「BtoB-PF FOOD事業」「BtoB-PF ES事業」

の各システムの国内における利用拡大によりシステム使用料が増加し、

8,540百万円と前年度比900百万円(11.8％)の増加となりました。利益面は、

売上高の増加と過年度の大型システム開発投資の償却期間満了による売上

原価のソフトウエア償却費の低減が、販売費及び一般管理費のうち事業拡

大に必要な営業及び営業サポート人員の補強等による人件費の増加や利用

企業数増加に向けた販売促進費等の増加を吸収し、営業利益は2,469百万円

と前年度比116百万円(4.9％)の増加、経常利益は2,460百万円と前年度比

124百万円(5.3％)の増加、親会社株主に帰属する当期純利益は、1,694百万

円と前年度比142百万円(9.2％)の増加となりました。
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（注１）「BtoBプラットフォーム」全体の企業数とは、「BtoBプラットフ

ォーム」に登録された有料及び無料で利用する企業数のうち重複

企業を除いた企業数であり、全体の事業所数とは、本社・支店・

営業所・店舗の合計数であります。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

① BtoB-PF FOOD事業

　「BtoBプラットフォーム 受発注」は、外食チェーン、ホテルを中心とし

た買い手新規稼働が順調に推移し、その取引先の食品卸等の売り手企業数

も順調に増加いたしました。新規営業では、アライアンスパートナー（既

存売り手企業・提携システム会社等）からの紹介案件も継続的に発生いた

しました。その結果、当連結会計年度末の買い手企業数は3,064社（前連結

会計年度末比374社増）、売り手企業数は36,196社（同2,101社増）となり

ました(注２）。また、「BtoBプラットフォーム 規格書」は、食の安心・

安全、アレルギー対応の意識の高まりから、各機能の利用企業数が増加い

たしました。また、受発注と規格書を連携させた「食の安心・安全 受発

注」のパッケージ販売を推進いたしました。その結果、当連結会計年度末

の買い手機能は734社（前連結会計年度末比88社増）、卸機能は667社（同

52社増）、メーカー機能は7,148社（同634社増）となりました（注２）。

　当連結会計年度の「BtoB-PF FOOD事業」の売上高は6,827百万円と前年度

比546百万円(8.7％)の増加、営業利益は3,373百万円と前年度比392百万円

(13.1％)の増加となりました。

② BtoB-PF ES事業

　「BtoBプラットフォーム 請求書」は、既存の有料契約企業の請求書電子

データ化の推進により、ログイン社数が増加いたしました。請求書の新規

契約企業数は、フード業界に加え他業界でも順調に拡大いたしました。そ

の結果、当連結会計年度末の「BtoBプラットフォーム 請求書」の企業数は

377,677社（前連結会計年度末比109,498社増）（注２）、その内数である

受取側契約企業数は3,085社（同482社増）、発行側契約企業数は1,362社

（同278社増）、合計で4,447社（同760社増）となりました（注２）。ま

た、「BtoBプラットフォーム 商談」の買い手企業数は7,439社（同271社

増）、売り手企業数は1,528社（同92社減）となりました（注２）。

　当連結会計年度の「BtoB-PF ES事業」の売上高は、「BtoBプラットフォ

ーム 請求書」の受取・発行有料契約企業数の増加及びその稼働によりシス

テム使用料が増加し、1,709百万円と前年度比354百万円(26.1％)の増加、

営業損失は「BtoBプラットフォーム 請求書」の事業拡大に必要な営業及び

営業サポート人員の補強等による人件費の増加や利用企業数増加に向けた

販売促進費が増加し、898百万円（前年度は営業損失615百万円）となりま

した。
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③ その他

　中長期的に育成する事業として、中国・台湾での「SaaSシステム」の提

供を推進いたしました。

　当連結会計年度の「その他」の売上高は44百万円（前年度は売上高44百

万円）、営業損失は８百万円（前年度は営業損失９百万円）となりました。

（注２）セグメント別の企業数は、システムを利用する企業数の全体数を

表示しております。

(2) 対処すべき課題

　当社グループは、「BtoBプラットフォーム」で、取引関係のある企業と

企業を、社内を、ビジネスパーソンをつないで結び、会社経営、ビジネス

スタイルを大きく変えるシステムを提供いたします。そして、企業や人が

中心となり自然に業界の垣根を越え、国の垣根を越え、世界に広がるシス

テム、事業を構築し、グローバルなBtoBプラットフォーム企業を目指して

まいります。

　中期経営方針である「成長と利益の両立」、「収益源の多角化への仕掛

け」に取り組み、中期的な業績目標である売上高100億円突破、営業利益30

億円超、売上高営業利益率30％以上を目指してまいります。

　「成長と利益の両立」につきましては、BtoBプラットフォームを拡充し、

これまでの成長と利益率を基本的に継続しながら、社外の経営資源も適宜

取り入れ、BtoBプラットフォームの価値増大に取り組んでまいります。

　「収益源の多角化への仕掛け」につきましては、世界のBtoB空間を覆い

尽くす当社事業の将来像の実現に向け、個々の取り組みで事業採算をとり

ながら、戦略的な布石を打ってまいります。

　上記の中期経営方針に基づく経営戦略としましては、「BtoBプラットフ

ォームの徹底的拡充」、「当社の優位性を活かした新収益の獲得開始」、

「将来を見据えた仕掛けへの取組」をおこなってまいります。

　「BtoBプラットフォームの徹底的拡充」につきましては、「BtoBプラッ

トフォーム受発注」と「BtoBプラットフォーム規格書」の圧倒的なポジシ

ョンの確立、「BtoBプラットフォーム請求書」の「収益の柱」化、「BtoB

プラットフォーム契約書」の強健な立ち上げの実現を図ってまいります。

また、「BtoBプラットフォーム商談」と「BtoBプラットフォーム業界チャ

ネル」は利益を改善しつつ将来への発展を目指してまいります。
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　「当社の優位性を活かした新収益の獲得開始」につきましては、BtoBプ

ラットフォームの価値最大化のため、商流データ・受発注データや利用者

へのアクセス、業界・事業知見を活用し、成果の収穫を開始してまいりま

す。

　「将来を見据えた仕掛けへの取組」につきましては、既存システム使用

料以外の多様な収益源確保への道筋を明確化し、多業界受発注、フード業

界縦横展開、海外進出等を目指してまいります。また、次世代BtoBプラッ

トフォーム構築に向けた最先端テクノロジーの研究も継続してまいります。

　以上の課題を当社グループ一丸となって取り組んで行くことで、更なる

事業の発展に努めてまいりますので、株主の皆様におかれましては、格別

のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

(3) 設備投資等の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は1,150百万円であります。そ

の主な内容は、BtoBプラットフォーム開発費1,134百万円であります。

(4) 資金調達の状況

　該当事項はありません。

(5) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

(6) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

(7) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　当社は、2018年10月31日開催の取締役会で承認され締結した株式会社イ

ンフォライズとの合併契約書に基づき、2019年１月１日を効力発生日、当

社を存続会社、株式会社インフォライズを消滅会社とする吸収合併を行い

ました。

(8) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。
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(9) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第　19　期 第　20　期 第　21　期

第　22　期
(当連結会計年度)

2016年12月期 2017年12月期 2018年12月期 2019年12月期

売 上 高 (百万円) 6,154 6,709 7,639 8,540

経 常 利 益 (百万円) 1,947 1,751 2,335 2,460

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 1,205 384 1,552 1,694

１株当たり当期純利益 （円） 4.65 1.58 6.79 7.41

総 資 産 (百万円) 11,425 11,178 12,130 12,943

純 資 産 (百万円) 9,860 9,495 10,260 11,117

１株当たり純資産額 (円) 38.01 41.54 44.89 48.64

(注)１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数により算出しております。
３．売上高、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益、総資産、純資産の金額は百万円未満

を切り捨てて、１株当たり当期純利益、１株当たり純資産額は、銭未満を四捨五入して表示
しております。

４．当社は、2020年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、第
19期の期首時点に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり
純資産額を算定しております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第　19　期 第　20　期 第　21　期

第　22　期
( 当 事 業 年 度 )

2016年12月期 2017年12月期 2018年12月期 2019年12月期

売 上 高 (百万円) 6,099 6,674 7,596 8,536

経 常 利 益 (百万円) 1,958 1,811 2,394 2,457

当 期 純 利 益 (百万円) 1,220 310 1,498 1,691

１株当たり当期純利益 （円） 4.70 1.28 6.56 7.40

総 資 産 (百万円) 11,590 11,261 12,157 12,975

純 資 産 (百万円) 10,048 9,602 10,308 11,159

１株当たり純資産額 (円) 38.73 42.01 45.10 48.82

(注)１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数により算出しております。
３．売上高、経常利益、当期純利益、総資産、純資産の金額は百万円未満を切り捨てて、１株当

たり当期純利益、１株当たり純資産額は、銭未満を四捨五入して表示しております。
４．当社は、2020年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、第

19期の期首時点に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり
純資産額を算定しております。
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(10) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　該当事項はありません。

② 子会社の状況

会社名 資本金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

株式会社インフォマ
ートインターナショ
ナル

3,600万香港ドル 100.0%
海外におけるBtoBプラットフォ
ームのライセンス販売

インフォマート北京
コンサルティング有
限公司
（注）１.３.

272.2万米ドル
100.0%
(100.0%)

中国におけるBtoBプラットフォ
ームのコンサルティングサービ
ス

易通世界（北京）咨
詢有限公司
（注）２.４.

894万元
100.0%

〔100.0%〕
中国におけるBtoBプラットフォ
ームの提供

(注) １．当社の議決権比率の（　）内は間接保有割合を示しております。
２．当社の議決権比率の〔　〕内は間接出資割合を示しております。
３．インフォマート北京コンサルティング有限公司は、株式会社インフォマートイン

ターナショナルの子会社であります。
４．易通世界（北京）咨詢有限公司は、インフォマート北京コンサルティング有限公

司の子会社であります。
※  2019年１月１日付で、当社は連結子会社である株式会社インフォライズを吸収合

併いたしました。

(11) 主要な事業内容（2019年12月31日現在）

事業区分 主要サービス

BtoB-PF FOOD事業 日々の受発注業務を効率化する「BtoBプラットフォー

ム 受発注」の提供と、食の安心・安全の仕組みづくり

を推進する「BtoBプラットフォーム 規格書」の提供

BtoB-PF  ES事業 企業間の請求書を電子化し、ペーパーレスを実現する

「BtoBプラットフォーム 請求書」の提供と、購買・営

業ツールとして商談業務を効率化する「BtoBプラット

フォーム 商談」の提供

そ の 他 中国・台湾での「SaaSシステム」の提供

－ 7 －
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(12) 主要な事業所（2019年12月31日現在）

本社：東京都港区

西日本営業所：大阪府大阪市淀川区

福岡営業所（カスタマーセンター）：福岡県福岡市博多区

(13) 主要な借入先の状況（2019年12月31日現在）

借　入　先 借　入　額

株式会社三井住友銀行 500百万円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 270百万円

(14) 従業員の状況（2019年12月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

事業区分 従業員数 前連結会計年度末比増減

BtoB-PF FOOD事業 132名 48名増

BtoB-PF ES事業 101名 36名増

その他 ７名 -

全社（共通） 222名 21名減

合計 462名 63名増

(注) １．上記人員には、役員、パートタイマー、アルバイト及び派遣社員は含まれて
おりません。

２．その他区分は、海外事業であります。
３．全社（共通）は、特定の事業に区分できない管理部門等に所属している従業
　　員であります。
４．従業員数の増加は、業容拡大に伴う採用であります。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数
前事業年度末比

増減
平 均 年 齢 平均勤続年数

455名 71名増 34.1歳 5.36年

(注) １．上記人員には、役員、パートタイマー、アルバイト及び派遣社員は含まれて
おりません。

２．従業員数の増加は、業容拡大に伴う採用であります。

　(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　　該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2019年12月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 　360,704,000株

(2) 発行済株式の総数 　129,715,600株（自己株式15,431,302株を含む）

(3) 株　 　主　 　数 　　　　3,608名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

T H E  S F P  V A L U E  R E A L I Z A T I O N
M A S T E R  F U N D  L T D .

9,489,500株 8.3%

S T A T E  S T R E E T  B A N K  A N D
T R U S T  C O M P A N Y  5 0 5 0 0 1

7,194,132株 6.3%

米 多 比 　 　 　 昌 　 治 6,539,700株 5.7%

T H E  B A N K  O F  N E W  Y O R K  M E L L O N  1 4 0 0 5 1 5,122,000株 4.5%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 4,894,500株 4.3%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 3,843,900株 3.4%

藤 田 　 尚 武 3,405,500株 3.0%

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 3,200,000株 2.8%

株 式 会 社 ジ ェ フ グ ル メ カ ー ド 3,200,000株 2.8%

J . P .  M O R G A N  B A N K  L U X E M B O U R G  S . A .  3 8 5 5 7 6 2,844,700株 2.5%

（注）１. 当社は、自己株式を15,431,302株保有しておりますが、上記大株主からは除外して

　　　　　おります。

　　　２．持株比率は自己株式（15,431,302株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　2020年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ったこ
とにより、発行可能株式総数は360,704,000株増加し、721,408,000株となり、
発行済株式の総数は129,715,600株増加し、259,431,200株となっております。

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

－ 9 －
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（2019年12月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 長 尾 　 收 株式会社インフォマートインターナショナル 董事長

代表取締役副社長 藤 田 尚 武

専 務 取 締 役 長 濵 　 修

常 務 取 締 役 中 島 　 健

取 締 役 大　島　大五郎

取 締 役 加 藤 一 隆
一般社団法人日本フードサービス協会 顧問
株式会社ジェフグルメカード 代表取締役社長

取 締 役 岡 橋 輝 和
セイコーホールディングス株式会社 顧問
山九株式会社 社外取締役
株式会社マーキュリアインベストメント 社外取締役

常 勤 監 査 役 清 水 　 武

監 査 役 大　川　惠之輔 株式会社ワイズテーブルコーポレーション 社外取締役

監 査 役 垣 花 直 樹 株式会社イントランス 社外取締役

　 (注）１．取締役のうち加藤一隆及び岡橋輝和は、社外取締役であります。
２．監査役のうち大川惠之輔及び垣花直樹は、社外監査役であります。
３．当社は株式会社東京証券取引所に対し、取締役　加藤一隆、岡橋輝和、監査役
　　大川惠之輔、垣花直樹の４名の社外役員を独立役員として届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役並びに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に
基づき、責任限定契約を締結しております。その責任限定契約の内容の概要
は、次のとおりであります。

　社外役員が任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合は、社外役員

がその職務を行うにあたり、善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第

425条第１項に定める最低責任限度額を限度として当社に対し損害賠償責任

を負う。

－ 10 －
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(3) 事業年度中に退任した取締役

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 退 任 日

取 締 役 米 多 比 昌 治 2019年3月27日

(4) 取締役及び監査役の報酬等の額

地 位 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（うち社外取締役分）

８名
（２名）

100,580千円
（4,800千円）

監 査 役
（うち社外監査役分）

３名
（２名）

16,800千円
（4,800千円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 分 ）

10名
（４名）

117,380千円
（9,600千円）

 （注）株主総会の決議による役員報酬の総額は次のとおりであります。
　　　　取締役　年額200,000千円、監査役　年額30,000千円
　　　　（取締役：2006年３月22日定時株主総会決議）
　　　　（監査役：2005年３月29日定時株主総会決議）

(5) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職の状況及び当該兼職先との関係

地 位 氏 名 兼 職 先 及 び 兼 職 内 容

取 締 役 加 藤 一 隆
一般社団法人日本フードサービス協会　顧問

株式会社ジェフグルメカード　代表取締役社長

取 締 役 岡 橋 輝 和

セイコーホールディングス株式会社　顧問

山九株式会社　社外取締役

株式会社マーキュリアインベストメント　社外取締役

監 査 役 大川惠之輔 株式会社ワイズテーブルコーポレーション　社外取締役

監 査 役 垣 花 直 樹 株式会社イントランス　社外取締役

 （注）当社と各兼職先との間には重要な取引はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 加 藤 一 隆
当事業年度開催の取締役会16回のうち16回に出席し、議案審議等
に必要な発言を適宜行っております。

取 締 役 岡 橋 輝 和
当事業年度開催の取締役会16回のうち16回に出席し、議案審議等
に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 大川惠之輔
当事業年度開催の取締役会16回のうち16回に出席し、また、当事
業年度開催の監査役会17回のうち17回に出席し、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。

監 査 役 垣 花 直 樹
当事業年度開催の取締役会16回のうち16回に出席し、また、当事
業年度開催の監査役会17回のうち17回に出席し、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。

－ 11 －
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支　払　額

当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額 30,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 34,322千円

(注)１.当社と会計監査人との間の監査契約において、｢会社法」に基づく監査と「金融商品取
引法」に基づく監査の報酬等の合計額を明確に区分しておらず、実質的にも区分でき
ませんので、当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人
の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３.当社の在外子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人(外国におけ
るこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。)の監査(会社法または金融商品取
引法(これらの法律に相当する外国の法令を含む。)の規定によるものに限る。）を受
けております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

  監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれ

かに該当すると認められる場合、監査役全員の同意により会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会において、解任した旨及びその理由を報告いたします。また、

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障のある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

－ 12 －
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６．業務の適正を確保するための体制及び運用状況
＜業務の適正を確保するための体制＞

　当社は、取締役会において、内部統制システム基本方針について、下記のと

おり決議しております。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　取締役会は、取締役会規程及び取締役会付議基準に基づき、法令、定款

に定める事項、会社の業務執行についての重要事項を決定する。

②　代表取締役社長は、法令、定款及び規則、規程、要領等（以下「社内規

程」という）に基づき、取締役会から委任された会社の業務執行の決定

を行うとともに、かかる決定、取締役会決議及び社内規程に従い職務を

執行する。

③　取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、取締役は、会社の業務

執行状況を取締役会規程に基づき取締役会に報告するとともに、他の取

締役の職務執行を相互に監視、監督する。

④　取締役の職務執行状況は、監査役会規程及び監査役監査基準に基づき監

査役の監査を受ける。

⑤　当社は、「理念」に基づき、取締役及び使用人がとるべき行動の基準、

規範を示した「行動指針」を制定し、併せて取締役の職務執行に係るコ

ンプライアンスについて、通報、相談を受け付ける窓口を内部通報者保

護規程に基づき設置する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、人事・総務部

門責任者を担当とし、情報の内容に応じて保存及び管理の責任部署を文

書管理規程及び職務分掌規程において定める。

②　責任部署は、取締役の職務の執行に係る情報を適切に記録し、法令及び

文書管理規程その他の社内規程に基づいて、定められた期間、厳正に保

存、管理する。また、その保存媒体に応じて、安全かつ検索性の高い状

態を維持し、取締役及び監査役からの閲覧要請に速やかに対応する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　リスク管理体制の基礎としてリスク管理規程を定め、当該規程に基づき

リスク管理委員会を設置し、個々のリスクを認識し、その把握と管理を

行い、またリスク管理責任者を決定し、管理体制を構築する。

②　重要ないし緊急の不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本

部長とする対策本部を設置し、リスク管理委員会及び顧問弁護士等を含

む緊急対策委員会を組織し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれ

を最小限に止める体制を整える。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役会を毎月開催し、経営会議での議論も踏まえて経営上の重要な意

思決定を行うとともに、各取締役の業務執行の監督を行う。また、週１
回、原則として社内取締役が出席する経営会議を開催し、経営会議規程
に基づき、事業計画及び業績についての検討及び重要な業務に関する意
思決定を行う。

②　職務執行に関する権限及び責任については、職務分掌規程及び職務権限
規程その他の社内規程において明文化し、適時適切に見直しを行う。

③　業務管理に関しては、年度毎に予算及び事業計画を策定し、その達成に
向けて、月次で予算管理を行うほか、主要な営業係数については、日次、
週次で進捗管理を行う。

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　取締役及び使用人がとるべき行動の基準、規範を示した「行動指針」に

基づき、職制を通じて適正な業務執行の徹底と監督を行うとともに、問
題があった場合は就業規則に基づき厳正に処分する。また、その徹底を
図るため、人事・総務部門においてコンプライアンスの取り組みを横断
的に統括することとし、同部門を中心に役職員教育等を行う。

②　内部監査人は、人事・総務部門と連携の上、コンプライアンスの状況を
監査する。これらの活動は定期的に代表取締役社長及び常勤監査役に報
告されるものとする。

③　法令上疑義のある行為等について、使用人が直接情報提供を行う手段と
して内部通報者保護規程を運用、活用する。

(6) 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適
正を確保するための体制

①　関係会社管理規程に基づき、グループ各社の業務の円滑化と管理の適正
化を図る。また、必要に応じてグループ各社への指導・支援を行う。

②　一定の重要事項及びリスク情報に関しては、基準を設け、当社への決裁・
報告制度によりグループ各社の経営管理を行う。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項
　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役
の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査役補助者を任
命することができるものとする。

(8) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
①　監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、

取締役の指揮命令を受けないものとする。
②　当該使用人の任命、人事異動及び人事評価には常勤監査役の同意を必要

とする。
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(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制

①　監査役は、取締役会、その他の重要な会議に出席し、また、重要な決裁
書類及び関係資料を閲覧する。

②　代表取締役社長及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な
会議において、その担当する業務の執行状況を報告する。

③　取締役及び使用人は、重大な法令、又は定款違反及び不正な行為並びに
当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく
監査役に報告する。

④　監査役はいつでも必要に応じて取締役及び使用人に対し報告を求めるこ
とができる。

⑤　監査役に報告を行ったことを理由として、不利な取扱いを受けないこと
が確保されている。

⑥　監査役の職務の執行について生ずる費用については、会社に償還する権
利を有する。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役と代表取締役社長との間に、定期的な意見交換会を設定する。
②　監査役は、内部監査人と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部

監査人に調査を求める。また、監査役は会計監査人と定期的に会合を持
って、意見及び情報の交換を行うとともに、必要に応じて会計監査人に
報告を求める。

③　監査役は、監査の実施にあたり、必要と認めるときは、会社の顧問弁護
士とは別の弁護士その他の外部専門家を自らの判断で起用することがで
きる。

(11) 財務報告の適正性を確保するための体制
財務報告に係る内部統制の整備、運用を継続的に行う。また、内部監査
人により、内部統制の適正性を定期的に評価し、必要に応じて是正を行
う。

(12) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
①　社会的秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力からの接触、不当要求等

に対しては毅然とした態度で対応する方針とする。
②　人事・総務部門を統括部署とし、外部専門機関（管轄警察署、顧問弁護

士等）と連携し情報収集を行うとともに、反社会的勢力が取引先や株主
となって、不当要求を行う場合の被害を防止するため、可能な範囲内で
取引先の属性及び自社株の取引状況を確認する。さらに、反社会的勢力
の不当要求に対しては、外部専門機関と連携し、適切に対応できる体制
を構築する。
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＜業務の適正を確保するための体制の運用状況＞

　当社は、前記の業務の適正を確保するための体制について、内部統制システ
ム基本方針に基づき、適切な整備とその運用に努めております。当連結会計年
度における当該体制の運用状況は以下のとおりです。

　(1) 取締役の職務執行
①　取締役は、取締役会を毎月開催し、取締役及び使用人の職務執行の適正

性、経営リスク又は法令及び定款等への適合性を審議しております。
②　監査役は、毎月の取締役会の出席を通じて、取締役の職務執行、法令、

定款等の遵守、その他監査役監査基準に定める事項について監査を実施
しております。

　(2) リスク管理体制
①　内部統制委員会は、年次の内部統制評価の基本計画に基づく内部統制評

価を実施し、取締役会にその結果を報告しております。
②　情報セキュリティ委員会は、年１回セキュリティリスクの見直しを実施

し、リスク対策を検討しています。また内部監査人による内部監査を実
施し、結果を社長に報告し、不適合については適切な是正措置を実施し
ております。

　(3) コンプライアンス体制
　　当社は、使用人の日常のセキュリティ意識及びコンプライアンス意識を

高めるため、新入社員研修を実施し、また派遣社員及びパート社員を含
む全社員を対象とした社内研修を年１回実施しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年12月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 9,054,457 流 動 負 債 1,797,471

現 金 及 び 預 金 7,267,745 買 掛 金 87,585

売 掛 金 1,671,037 短 期 借 入 金 770,000

貯 蔵 品 3,763 未 払 金 240,464

そ の 他 136,930 未 払 法 人 税 等 282,517

貸 倒 引 当 金 △25,018 そ の 他 416,904

固 定 資 産 3,889,040 固 定 負 債 28,440

有 形 固 定 資 産 160,865 資 産 除 去 債 務 28,440

建 物 119,662 負 債 合 計 1,825,912

工 具 器 具 備 品 41,202
（ 純 資 産 の 部 ）

無 形 固 定 資 産 2,410,222

ソ フ ト ウ エ ア 2,364,115 株 主 資 本 11,186,335

ソフトウエア仮勘定 31,786 資 本 金 3,212,512

そ の 他 14,319 資 本 剰 余 金 3,027,248

投資その他の資産 1,317,952 利 益 剰 余 金 4,947,103

投 資 有 価 証 券 520,072 自 己 株 式 △529

繰 延 税 金 資 産 502,263 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △68,749

敷 金 292,233 為替換算調整勘定 △68,749

そ の 他 3,384 純 資 産 合 計 11,117,586

資 産 合 計 12,943,498 負 債 純 資 産 合 計 12,943,498

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2019年１月１日から
2019年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 8,540,699

売 上 原 価 2,288,645

売 上 総 利 益 6,252,054

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,782,121

営 業 利 益 2,469,932

営 業 外 収 益

受 取 利 息 48

有 価 証 券 利 息 3,353

未 払 配 当 金 除 斥 益 191

そ の 他 31 3,624

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,808

為 替 差 損 2,381

支 払 手 数 料 7,018

そ の 他 30 13,239

経 常 利 益 2,460,317

特 別 損 失

減 損 損 失 210,051

投 資 有 価 証 券 評 価 損 9,999 220,051

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,240,266

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 546,356

法 人 税 等 調 整 額 △917 545,439

当 期 純 利 益 1,694,827

親会社株主に帰属する当期純利益 1,694,827

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2019年１月１日から
2019年12月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,212,512 3,027,248 4,092,266 △383 10,331,644

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △839,990 － △839,990

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 1,694,827 － 1,694,827

自 己 株 式 の 取 得 － － － △146 △146

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 854,837 △146 854,690

当 期 末 残 高 3,212,512 3,027,248 4,947,103 △529 11,186,335

その他の包括利益累計額

純資産合計為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 △71,072 △71,072 10,260,572

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △839,990

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 1,694,827

自 己 株 式 の 取 得 － － △146

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

2,323 2,323 2,323

当 期 変 動 額 合 計 2,323 2,323 857,014

当 期 末 残 高 △68,749 △68,749 11,117,586

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　３社

・主要な連結子会社の名称　株式会社インフォマートインターナショナル

インフォマート北京コンサルティング有限公司

易通世界（北京）咨詢有限公司

(2) 連結の範囲の変更に関する事項

連結子会社であった株式会社インフォライズを、当社を存続会社とする吸収合併を行った

ことにより、連結の範囲から除外しております。

(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券････償却原価法（定額法）によっております。

その他有価証券

時価のないもの･･････移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品････････････････最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産･･････････主に定率法を採用しております。

（ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備に

ついては定額法を採用しております。）

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　 ３年～18年

工具器具備品　　　　　 ２年～15年

ロ．無形固定資産･･････････定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用）については社内における

見込利用期間（５年以内）による定額法を採用しておりま

す。

③ 重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金･･････････････債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権及び貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社は、確定拠出年金制度を採用しております。
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⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め

ております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）

等を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に

表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

４．会計上の見積りの変更に関する注記

該当事項はありません。

５．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 210,843千円
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 129,715,600株 －株 －株 129,715,600株

（注）当社は、2020年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております
が、上記は当該株式分割前の株式数で記載しております。

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．2019年３月27日開催の第21期定時株主総会決議による配当に関する事項

株式の
種  類

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

普通株式 419,424 3.67 2018年12月31日 2019年３月28日

ロ．2019年７月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項

株式の
種  類

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

普通株式 420,566 3.68 2019年６月30日 2019年９月９日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

2020年３月27日開催の第22期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

株式の
種  類

配当の
原資

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

普通株式
利益
剰余金

426,280 3.73 2019年12月31日 2020年３月30日

（注）当社は、2020年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており
ますが、上記配当金については、当該株式分割前の株式数を基準に配当を実施いたし
ます。
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、投資計画に照らして必要な資金（主に銀行借入）を長期的に調達し、

また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券であり、発行体の信用リスクが存在しており

ます。

　敷金は、主に事業所等の建物の賃借に伴うものであり、貸主の信用リスクに晒されてお

ります。

　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　借入金は、主にソフトウエア開発に係る資金調達を目的としたものであります。このう

ち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

　当社は、与信管理の方針に従い、営業債権については、本社財務・経理部と各事業部が

連携して、営業債権の回収状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を

管理し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、

連結子会社についても、当社の債権管理方針に準じ同様の管理を行っております。有価証

券の発行体の信用リスクに関しては、信用情報や時価の把握を定期的に行い、信用状況に

応じた残高管理を行っております。なお、デリバティブ取引については取締役会決議に従

って執行・管理を行っております。

　また、敷金については、貸主の信用状況を定期的に把握し、賃貸借期間を適切に設定す

ることによりリスク低減を図っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2019年12月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については次のとおりであります。

　 （単位：千円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

①現金及び預金 7,267,745 7,267,745 －

②売掛金 1,671,037

　貸倒引当金(*1) △25,018

1,646,018 1,646,018 －

③投資有価証券

　満期保有目的の債券 517,572 519,350 1,777

④敷金 292,233 287,826 △4,406

資産計 9,723,568 9,720,939 △2,629

①買掛金 87,585 87,585 －

②短期借入金 770,000 770,000 －

③未払金 240,464 240,464 －

④未払法人税等 282,517 282,517 －

負債計 1,380,566 1,380,566 －

(*1)売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

　(注)１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

①現金及び預金、②売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

③投資有価証券

　これらの時価について、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示さ

れた価格によっております。

④敷金

　敷金の時価については、返済予定時期を合理的に見積り、将来キャッシュ・

フローを国債の利回りで割り引いて算定しております。

負債

①買掛金、②短期借入金、③未払金、④未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

－ 24 －

連結注記表



2020/02/20 11:47:07 / 19590893_株式会社インフォマート_招集通知

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2,500

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

上表に含めておりません。

３.金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

区　分 １年以内 １年超５年以内 ５年超

現金及び預金 7,267,745 － －

売掛金 1,671,037 － －

投資有価証券

　満期保有目的の債券 － 500,000 －

敷金 － － 292,233

４.短期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

区　分 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

短期借入金 770,000 － － － － －

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 48円64銭

(2) １株当たり当期純利益 7円41銭

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎

・純資産の部の合計額 11,117,586千円

・純資産の部の合計額から控除する金額 －千円

　（うち非支配株主持分） (－千円)

・普通株式に係る期末の純資産額 11,117,586千円

・普通株式の発行済株式総数 259,431,200株

・普通株式の自己株式数 30,862,604株

・１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 228,568,596株

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎

・親会社株主に帰属する当期純利益 1,694,827千円

・普通株主に帰属しない金額 －千円

・普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,694,827千円

・期中平均株式数 228,568,646株

当社は、2020年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、当連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当

期純利益を算定しております。

－ 25 －

連結注記表



2020/02/20 11:47:07 / 19590893_株式会社インフォマート_招集通知

９．重要な後発事象に関する注記

（株式分割及び定款の一部変更）

　2019年10月31日付取締役会決議に基づき、2020年１月１日を効力発生日として、以下のとお

り、株式分割及び定款の一部変更を実施しております。

(1)株式分割及び定款の一部変更の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、株式の流動性を高め、投資家層の拡大

を図ることを目的としております。

(2)株式分割の概要

　①分割の方法

　　　2019年12月31日を基準日（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質上の基準日は

同年12月30日）として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普

通株式１株につき２株の割合をもって分割いたしました。

　②分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　　　　　　129,715,600株

今回の分割により増加する株式数　　　　　　129,715,600株

株式分割後の発行済株式総数　　　　　　　　259,431,200株

株式分割後の発行可能株式総数　　　　　　　721,408,000株

　③分割の日程

基準日の公告日　　　2019年12月13日

基準日　　　　　　　2019年12月31日

効力発生日　　　　　2020年１月１日

　なお、「８．１株当たり情報に関する注記」は、当該株式分割が当連結会計年度の期首に

行われたと仮定して算出しております。

(3)株式分割に伴う定款の一部変更

　①定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2020年１月１日をもっ

て、当社定款第６条の発行可能株式総数を変更いたします。

　②定款変更の内容

変更内容は以下のとおりであります。

（下線は変更箇所を示しております。）

変更前定款 変更後定款

（発行可能株式総数）

　第6条　当会社の発行可能株式総数は、

　　　　　360,704,000とする。

（発行可能株式総数）

　第6条　当会社の発行可能株式総数は、

　　　　　721,408,000とする。

　③定款変更の日程

　効力発生日　　　　　　2020年１月１日
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１０.その他の注記

（企業結合等に関する事項）

　2018年10月31日付取締役会決議に基づき、当社の100％連結子会社である株式会社インフ

ォライズを2019年１月１日付で吸収合併いたしました。

(１)取引の概要

①結合当事企業の名称及び事業の内容

（イ）結合当事企業の名称

（存続会社）株式会社インフォマート

（消滅会社）株式会社インフォライズ

（ロ）事業の内容

情報サービス業

②企業結合日

2019年１月１日

③企業結合の法的形式

当社を存続会社とし、株式会社インフォライズを消滅会社とする吸収合併方式

④結合後企業の名称

株式会社インフォマート

⑤その他取引の概要に関する事項

株式会社インフォライズの「さとむすび事業」などとの業務シナジー拡大や、組織運営

の効率化及び情報データベースの共有化を図ることを目的に、当社を存続会社として、株

式会社インフォライズを吸収合併することといたしました。

（２）実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）および「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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貸　借　対　照　表
（2019年12月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

特 許 権

商 標 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

9,057,396

7,262,804

1,671,365

3,763

1,993

56,955

85,531

△25,018

3,917,999

160,798

119,662

41,135

2,440,434

2,393,858

32,256

3,199

10,425

695

1,316,765

520,072

0

228,624

384

502,263

291,046

3,000

△228,624

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 1,787,149

買 掛 金 87,585

短 期 借 入 金 770,000

未 払 金 233,008

未 払 費 用 156,766

未 払 法 人 税 等 282,467

前 受 金 31,084

預 り 金 90,657

そ の 他 135,578

固 定 負 債 28,440

資 産 除 去 債 務 28,440

負 債 合 計 1,815,590

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 11,159,805

資 本 金 3,212,512

資 本 剰 余 金 3,027,248

資 本 準 備 金 2,649,287

その他資本剰余金 377,960

利 益 剰 余 金 4,920,573

利 益 準 備 金 5,241

その他利益剰余金 4,915,332

繰越利益剰余金 4,915,332

自 己 株 式 △529

純 資 産 合 計 11,159,805

資 産 合 計 12,975,395 負 債 純 資 産 合 計 12,975,395

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（2019年１月１日から
2019年12月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 8,536,652

売 上 原 価 2,297,861

売 上 総 利 益 6,238,791

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,763,971

営 業 利 益 2,474,819

営 業 外 収 益

受 取 利 息 37

有 価 証 券 利 息 3,353

未 払 配 当 金 除 斥 益 191

そ の 他 30 3,612

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,808

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 11,277

支 払 手 数 料 6,054

そ の 他 30 21,170

経 常 利 益 2,457,261

特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 61 61

特 別 損 失

減 損 損 失 210,051

投 資 有 価 証 券 評 価 損 9,999 220,051

税 引 前 当 期 純 利 益 2,237,271

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 546,356

法 人 税 等 調 整 額 △917 545,439

当 期 純 利 益 1,691,832

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2019年１月１日から
2019年12月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本
剰　余　金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

そ　の　他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,212,512 2,649,287 377,964 3,027,252 5,241 4,063,490 4,068,731

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △839,990 △839,990

当 期 純 利 益 － － － － － 1,691,832 1,691,832

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － －

合 併 に よ る 増 減 － － △3 △3 － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 851,842 851,842

当 期 末 残 高 3,212,512 2,649,287 377,960 3,027,248 5,241 4,915,332 4,920,573

株 主 資 本

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 △383 10,308,113 10,308,113

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △839,990 △839,990

当 期 純 利 益 － 1,691,832 1,691,832

自 己 株 式 の 取 得 △146 △146 △146

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 （ 純 額 ）

－ △3 △3

当 期 変 動 額 合 計 △146 851,692 851,692

当 期 末 残 高 △529 11,159,805 11,159,805

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券････････････償却原価法（定額法）によっております。

②子会社株式及び関連会社株式････移動平均法による原価法を採用しております。

③その他有価証券

時価のないもの････････････････移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品･･････････････････････････最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産･･････････････････定率法を採用しております。

（ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設

備については定額法を採用しております。）

（主な耐用年数）

建物　　　　　　　　３年～18年

工具器具備品　　　　２年～15年

②無形固定資産･･････････････････定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用）については社内にお

ける見込利用期間（５年以内）による定額法を採用し

ております。

特許権については主に８年で償却しております。

商標権については主に10年で償却しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金･･････････････････････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権及び

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

当社は、確定拠出年金制度を採用しております。

(6) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。
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３．表示方法の変更に関する注記

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）

等を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

４．会計上の見積りの変更に関する注記

重要な記載事項はありません。

５．貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 210,709千円

６．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

　営業取引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 80千円

営業取引以外の取引高 11,277千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末
株 式 数

普 通 株 式 15,431,199株 103株 －株 15,431,302株

（注）当事業年度における増加株式数は、単元未満株式の買取により取得した103株となります。

８．税効果会計に関する注記

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　未払事業税 22,424千円

　前受金 8,858千円

　未払事業所税 2,116千円

　減価償却超過額 263,257千円

　繰延資産償却超過額 2,217千円

　投資有価証券評価損 12,247千円

　関係会社株式評価損 5,843千円

　貸倒引当金繰入限度超過額 77,665千円

　資産除去債務 8,708千円

　減損損失 197,230千円

　その他 1,675千円

　繰延税金資産小計 602,245千円

　評価性引当金 △93,742千円

　繰延税金資産合計 508,502千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 6,239千円

　繰延税金負債合計 6,239千円

　繰延税金資産の純額 502,263千円

－ 32 －
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９．関連当事者との取引に関する注記

 子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
株式会社インフォ
マートインターナ
ショナル

所有
直接 100.0 役員の兼任

運転資金等の貸付
（注）１．２.

11,277
関係会社 
長期貸付金
（注）３．

228,624

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１．当社が株式会社インフォマートインターナショナルの運転資金等として貸付を行

ったものであります。
２．市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
３．子会社への貸倒懸念債権等に対し、当事業年度において合計11,277千円の貸倒引

当金繰入額を計上しております。なお、貸倒引当金残高は、合計228,624千円とな
っております。

１０．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 48円82銭

(2) １株当たり当期純利益 ７円40銭

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎

・純資産の部の合計額 11,159,805千円

・純資産の部の合計額から控除する金額 －千円

・普通株式に係る期末の純資産額 11,159,805千円

・普通株式の発行済株式数 259,431,200株

・普通株式の自己株式数 30,862,604株

・１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 228,568,596株

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎

・当期純利益 1,691,832千円

・普通株主に帰属しない金額 －千円

・普通株式に係る当期純利益 1,691,832千円

・期中平均株式数 228,568,646株

　当社は、2020年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、当事

業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純

利益を算定しております。

１１．重要な後発事象に関する注記

（株式分割及び定款の一部変更）

　2019年10月31日付取締役会決議に基づき、2020年１月１日を効力発生日として、株式分割

及び定款の一部変更を実施しております。

　なお、詳細につきましては、「連結計算書類　連結注記表　９.重要な後発事象に関する注

記」に記載のとおりであります。

１２．その他の注記

（企業結合等に関する事項）

　2018年10月31日付取締役会決議に基づき、当社の100％連結子会社である株式会社インフ

ォライズを2019年１月１日付で吸収合併いたしました。

なお、詳細につきましては、「連結計算書類　連結注記表　１０.その他の注記」に記載の

とおりであります。

－ 33 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年２月13日

株式会社インフォマート

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 阪  田 　 大  門 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 瀧  野 　 恭  司 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社インフォマートの2019年１
月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基
づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要
な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性
について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状
況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが
含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社インフォマート及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年２月13日

株式会社インフォマート

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 阪  田 　 大  門 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 瀧  野 　 恭  司 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社インフォマートの
2019年１月１日から2019年12月31日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年１月１日から2019年12月31日までの第22期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査人その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方

法で監査を実施しました。

　① 取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事務所において業務及び財産の状況

を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意

思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。

　② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る

企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規

則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の

内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に

ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期

的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17

年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

　　① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

　　② 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

　　③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

（３）連結計算書類の監査結果

有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2020年２月13日

株式会社インフォマート　監査役会

監 査 役

( 常 勤 )
清 水 　 武 

監 査 役 大　川　惠之輔 
監 査 役 垣 花 直 樹 

 (注) 　　監査役大川惠之輔及び監査役垣花直樹は、会社法第２条第16号及

び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題と認識しており、経営成績

の向上及び財務体質の強化を図りつつ、個別業績に応じた成果の配分（基本配当

性向50.0％）を継続的に行うこと及び中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配

当を行うことを配当政策の基本方針としております。

　この基本方針にもとづき、当期の期末配当金につきましては、１株につき３円

73銭で、次のとおりとさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金３円73銭　　総額426,280,432円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2020年３月30日

第２号議案　監査役２名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役清水武氏、監査役垣花直樹氏は任期満了とな

ります。新たに監査役２名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する
当 社
の株式数

1

　みやざわ　　　ひとし

宮　澤　　　等

(1968年９月11日生)

　(※）

2005年２月　当社入社

2005年８月　当社管理本部

2007年１月　当社管理本部　財務経理課

2010年４月　当社管理本部　経理部

2011年７月　当社管理本部　総務部

2012年11月　当社管理本部　総務部課長

2019年１月　当社人事・総務部　部長（現任）

24,000株

（監査役候補者とした理由）

　宮澤等氏は、当社の管理部門における長年の経験から当社事業に精通しており、財務部門、総務部門

と豊富な業務経験と幅広い知見を有することから、これらの専門性、経験、見識を活かし、実効性の高

い監査が期待できると判断し、監査役候補者としております。

－ 38 －
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する
当 社
の株式数

2
かきはな   なおき

垣　花　直　樹

(1952年５月９日生)

1977年４月　株式会社三和銀行入行（現：株式会社

　　　　　　三菱ＵＦＪ銀行）

2004年４月　株式会社ＵＦＪ銀行（現：株式会社三

　　　　　　菱ＵＦＪ銀行）

　　　　　　コーポレートファイナンス部長

2007年６月　三菱ＵＦＪキャピタル株式会社

　　　　　　常務執行役員

2008年６月　三菱ＵＦＪキャピタル株式会社

　　　　　　代表取締役常務

2011年10月　独立行政法人水資源機構監事

2016年３月　当社社外監査役（現任）

2019年１月　株式会社イントランス 社外取締役（現任）

-株

（社外監査役候補者とした理由）

　垣花直樹氏は、事業会社における豊富な経営経験があり、適任と判断いたしました。当社の経営全般

に有効な助言を期待し、社外監査役候補者としております。

（注）１．(※）は新任監査役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．垣花直樹氏は、社外監査役候補者であります。

４．当社は、東京証券取引所に対し、垣花直樹氏を独立役員として届け出

ております。

５．社外監査役候補者の独立性は次のとおりであります。

①垣花直樹氏は、過去５年間に当社または当社の特定関係事業者の業

　務執行者となったことはありません。

②垣花直樹氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭そ

　の他の財産（監査役としての報酬を除く）を受ける予定はなくまた

　過去２年間に受けていたこともありません。

③垣花直樹氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者の配

　偶者、三親等以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

６．垣花直樹氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役と

しての在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。

７．当社は、垣花直樹氏との間で責任限定契約を締結しており、垣花直樹

氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。そ

の責任限定契約の内容の概要は、次のとおりであります。

社外監査役が任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合は、

社外監査役がその職務を行うにあたり、善意でかつ重大な過失がない

ときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として当

社に対して損害賠償責任を負う。

　以　上

－ 39 －

監査役選任議案



2020/02/20 11:47:07 / 19590893_株式会社インフォマート_招集通知

株主総会会場ご案内図

〒105－6138　東京都港区浜松町二丁目４番１号

世界貿易センタービル38階

ＷＴＣコンファレンスセンター「フォンテーヌ」

地下鉄：大門駅（都営浅草線・都営大江戸線）B３出口直結

JR京浜東北線・山手線：浜松町駅と直結

モノレール：浜松町駅と直結
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38Ｆ
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※２階からエレベーターで
　38階までお越しください。

　※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮ください

　　ますようお願い申し上げます。

　＜新型コロナウイルスに関するお知らせ＞

新型コロナウイルスが流行しておりますが、株主総会にご出席される株主さまに

おかれましては、株主総会開催時点での流行状況やご自身の体調をご確認のうえ、

マスク着用などの感染予防策にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願い

申し上げます。また、株主総会会場において、感染予防のための措置を講じる場

合がありますので、ご協力くださいますようお願い申し上げます。

地図




